
第８期計画期間における介護保険サービス事業の評価について

１　主な事業実績

時期 主な事業項目 事業概要

令和3年8月
京丹波町地域包括ケア推進委員会
　（開催回数：令和３年度：２回（うち１回書面開催）、令和４年度：３回（うち１回書面開
催）、令和５年度：４回）

令和3年10月1日 町内事業所における通所介護から地域密着型通所介護への転換

法人名等：（福）社会福祉協議会
事業所名：デイサービスセンターほほえみ
場所：京丹波町和田
定員：１８名（定員２５名の通所介護から転換）

令和4年4月1日 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の事業者変更
法人名等：（福）山彦会
事業所名：グループホームささゆり
場所：京丹波町本庄

令和6年3月 京丹波町高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業計画策定

R6.8.8（木）  第１回京丹波町地域包括ケア進委員会資料

資料２－１
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２　第１号被保険者（※１）数の推移
【単位：人】

計画期間
年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

実績値 5,941 5,910 5,907 5,855 5,772 5,685
計画値 5,945 5,903 5,855 5,856 5,811 5,751

比較 ▲ 4 7 52 ▲ 1 ▲ 39 ▲ 66
対計画比

（実績値／計画値）
99.9% 100.1% 100.9% 100.0% 99.3% 98.9%

（※１）…第１号被保険者とは、６５歳以上の介護保険加入者のことを言います。

３　第１号被保険者の認定者数の推移
【単位：人】

計画期間
年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

実績値 1,081 1,049 1,040 1,058 1,054 1,073
計画値 1,125 1,135 1,142 1,044 1,052 1,053

比較 ▲ 44 ▲ 86 ▲ 102 14 2 20
対計画比

（実績値／計画値）
96.1% 92.4% 91.1% 101.3% 100.2% 101.9%

出典：【実績値】「第1号被保険者数」、「要介護認定者数」は厚生労働省「介護保険事業状況報告」9月月報

　　　　【計画値】介護保険事業計画掲載値

【参考】第７期計画期間 第８期計画期間

【参考】第７期計画期間 第８期計画期間

＜評価＞
○第１号被保険者数は、第８期計画期間で１７０人減少となるも、ほぼ計画値どおり推移
した。

＜評価＞
○要介護認定者数は、令和４年度に４人減少するも、令和５年度には１９人増加となっ
た。ほぼ計画どおり推移したが、実績値が計画値を上回る結果となった。
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４　第１号被保険者の介護度別認定者数の推移

計画期間
年度

介護度 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値
要支援１ 33 37 32 36 35 37 40 35 42 35 37 34
要支援２ 98 102 99 102 89 100 95 87 96 88 115 89
要介護１ 188 189 154 188 137 188 137 138 167 138 185 139
要介護２ 244 265 249 265 252 267 249 251 242 254 242 255
要介護３ 220 231 218 237 227 241 221 229 223 231 217 231
要介護４ 168 157 175 160 188 162 208 192 172 192 166 191
要介護５ 130 144 122 147 112 147 108 112 112 114 111 114

合計 1,081 1,125 1,049 1,135 1,040 1,142 1,058 1,044 1,054 1,052 1,073 1,053
比較（実績値－計画値）

対計画比
（実績値／計画値）

【参考】第７期計画期間 第８期計画期間
Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ2年度 Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度

▲ 44 ▲ 86 ▲ 102 14 2 20

96.1% 92.4% 91.1% 101.3% 100.2% 101.9%

出典：【実績値】「要介護認定者数」は厚生労働省
　　　　「介護保険事業状況報告」9月月報
　　　　【計画値】介護保険事業計画掲載値

＜評価＞
○介護度別認定者数は、第８期計画期間
において、要支援２が２０人、要介護１が４
８人と大きく増加している。
○認定者数全体では、令和３年度と４年
度は横ばいであったが、５年度は増加して
いる。対計画比は、実績値が計画値をや
や上回ったが、ほぼ計画値どおり推移し
た。
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５　要介護認定率の推移
【単位：％】

計画期間
年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 Ｒ3年度 R4年度 R5年度

実績値 18.2 17.7 17.6 18.1 18.3 18.9 
計画値 18.9 19.2 19.5 17.8 18.1 18.3 

比較 -0.7 -1.5 -1.9 0.3 0.2 0.6 
対計画比

（実績値／計画値）
96.2% 92.3% 90.3% 101.4% 100.9% 103.1%

出典：【実績値】「要介護認定率」は厚生労働省「介護保険事業状況報告」9月月報

　　　　【計画値】介護保険事業計画掲載値

６　介護保険の総給付費（※２）の推移
【単位：千円】

計画期間
年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 Ｒ3年度 R4年度 R5年度

実績値 1,828,536 1,856,987 1,921,187 1,943,107 1,851,835 1,815,349
計画値 1,890,341 1,901,655 1,943,280 1,935,053 1,988,535 1,996,380

比較 ▲ 61,805 ▲ 44,668 ▲ 22,093 8,054 ▲ 136,700 ▲ 181,031
対計画比

（実績値／計画値）
96.7% 97.7% 98.9% 100.4% 93.1% 90.9%

出典：【実績値】厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（R4.5年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）

　　　　【計画値】介護保険事業計画掲載値　　　

【参考】第７期計画期間 第８期計画期間

【参考】第７期計画期間 第８期計画期間

＜評価＞
○要介護認定率は、要介護認定者数と同様に増加傾向にあり、対計画比は、実績値
が計画値をやや上回ったが、ほぼ計画値どおり推移した。

＜評価＞
○総給付費は、令和３年度19億円余りであったが、第８期計画期間においては減少
傾向となっており、令和５年度は18億円余りとなった。
○対計画比は90％台であり、実績値が計画値を下回ることとなった。

（※２）…総給付費とは、施設利用時の食事代や居住費、高額介
護サービス費、高額医療介護合算サービス費、審査支払手数料
以外の給付費を言います。
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７　施設サービス給付費
【単位：千円】

計画期間
年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 Ｒ3年度 R4年度 R5年度

実績値 914,715 933,411 990,988 1,007,693 946,931 921,769
計画値 949,282 963,020 1,004,530 985,413 985,960 995,845

比較 ▲ 34,567 ▲ 29,609 ▲ 13,542 22,280 ▲ 39,029 ▲ 74,076
対計画比

（実績値／計画値）
96.4% 96.9% 98.7% 102.3% 96.0% 92.6%

８　居住系サービス給付費
【単位：千円】

計画期間
年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 Ｒ3年度 R4年度 R5年度

実績値 82,922 96,315 103,103 105,183 99,807 95,384
計画値 91,462 96,264 104,096 102,475 102,532 102,532

比較 ▲ 8,540 51 ▲ 993 2,708 ▲ 2,725 ▲ 7,148
対計画比

（実績値／計画値）
90.7% 100.1% 99.0% 102.6% 97.3% 93.0%

９　在宅サービス給付費
【単位：千円】

計画期間
年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 Ｒ3年度 R4年度 R5年度

実績値 830,900 827,261 827,096 830,230 805,096 798,197
計画値 849,597 842,371 834,654 847,165 900,043 898,003

比較 ▲ 18,697 ▲ 15,110 ▲ 7,558 ▲ 16,935 ▲ 94,947 ▲ 99,806
対計画比

（実績値／計画値）
97.8% 98.2% 99.1% 98.0% 89.5% 88.9%

出典：【実績値】厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（R4.5年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）

　　　　【計画値】介護保険事業計画掲載値　　　

【参考】第７期計画期間 第８期計画期間

【参考】第７期計画期間 第８期計画期間

【参考】第７期計画期間 第８期計画期間

＜評価＞
○各サービス給付費は、令和３年度をピークに年々減少しており、在宅サービス給付費につい
ては、対計画比は８０％後半となり、実績値が計画値を大きく下回る結果となった。
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１０　介護保険サービスごとの利用人数等の推移

計画値 実績値 対計画比 計画値 実績値 対計画比 計画値 実績値 対計画比 計画値 実績値 対計画比

施設サービス 小計 （人） 3,600 3,764 104.6% 3,600 3,504 97.3% 3,612 3,402 94.2% 10,812 10,670 98.7%

介護老人福祉施設 （人 2,316 2,364 102.1% 2,316 2,374 102.5% 2,328 2,315 99.4% 6,960 7,053 101.3%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（人） 348 347 99.7% 348 327 94.0% 348 319 91.7% 1,044 993 95.1%

介護老人保健施設 （人） 624 779 124.8% 624 636 101.9% 624 611 97.9% 1,872 2,026 108.2%

介護医療院 （人） 72 98 136.1% 72 110 152.8% 132 118 89.4% 276 326 118.1%

介護療養型医療施設 （人） 240 176 73.3% 240 70 29.2% 180 48 26.7% 660 294 44.5%

居住系サービス 小計 （人） 444 466 105.0% 444 420 94.6% 444 417 93.9% 1,332 1,303 97.8%

特定施設入居者生活介護 （人） 132 150 113.6% 132 113 85.6% 132 99 75.0% 396 362 91.4%

地域密着型特定施設入居者生活介護 （人） 0 0 - 0 0 - 0 0 - 0 0 -

認知症対応型共同生活介護 （人） 312 316 101.3% 312 307 98.4% 312 318 101.9% 936 941 100.5%

在宅サービス 訪問介護 （人） 2,004 1,845 92.1% 2,004 1,916 95.6% 2,004 1,861 92.9% 6,012 5,622 93.5%

訪問入浴介護 （人） 72 48 66.7% 72 81 112.5% 72 89 123.6% 216 218 100.9%

訪問看護 （人） 684 751 109.8% 696 707 101.6% 684 759 111.0% 2,064 2,217 107.4%

訪問リハビリテーション （人） 804 700 87.1% 816 746 91.4% 816 746 91.4% 2,436 2,192 90.0%

居宅療養管理指導 （人） 720 726 100.8% 720 729 101.3% 720 719 99.9% 2,160 2,174 100.6%

通所介護 （人） 3,048 2,754 90.4% 3,084 2,363 76.6% 3,072 2,402 78.2% 9,204 7,519 81.7%

地域密着型通所介護 （人） 1,176 1,219 103.7% 1,176 1,506 128.1% 1,188 1,404 118.2% 3,540 4,129 116.6%

通所リハビリテーション （人） 900 732 81.3% 912 610 66.9% 900 461 51.2% 2,712 1,803 66.5%

短期入所生活介護 （人） 1,248 1,145 91.7% 1,260 1,109 88.0% 1,260 1,067 84.7% 3,768 3,321 88.1%

短期入所療養介護（老健） （人） 108 100 92.6% 108 105 97.2% 108 115 106.5% 324 320 98.8%

短期入所療養介護（病院等） （人） 0 0 - 0 0 - 0 0 - 0 0 -

短期入所療養介護（介護医療院） （人） 12 0 0.0% 12 0 0.0% 12 0 0.0% 36 0 0.0%

福祉用具貸与 （人） 4,500 4,529 100.6% 4,572 4,589 100.4% 4,584 4,372 95.4% 13,656 13,490 98.8%

特定福祉用具販売 （人） 84 71 84.5% 96 93 96.9% 84 77 91.7% 264 241 91.3%

住宅改修 （人） 72 73 101.4% 72 67 93.1% 72 69 95.8% 216 209 96.8%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （人） 12 12 100.0% 12 12 100.0% 12 12 100.0% 36 36 100.0%

夜間対応型訪問介護 （人） 0 0 - 0 0 - 0 0 - 0 0 -

認知症対応型通所介護 （人） 180 176 97.8% 180 167 92.8% 180 229 127.2% 540 572 105.9%

小規模多機能型居宅介護 （人） 12 0 0.0% 252 0 0.0% 252 0 0.0% 516 0 0.0%

看護小規模多機能型居宅介護 （人） 0 0 - 0 0 - 0 0 - 0 0 -

介護予防支援・居宅介護支援 （人） 6,780 6,592 97.2% 6,804 6,548 96.2% 6,828 6,489 95.0% 20,412 19,629 96.2%

第8期

R3 R4 R5 累計

出典：【実績値】厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4.5年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）。施設サービスの利用者数については、同一月に2施設以上でサービスを受けた場合、施設ごとにそれぞれ利用者数を１人と計上するが、小計には１人と計上している。
　　　　【計画値】介護保険事業計画掲載値

＜評価＞
〇サービスごとの利用人数の増減はあるが、全体的には年々減少傾向となっている。
○施設サービスは、在宅介護力の低下等によりニーズも高いが、高齢者人口の減少もありやや減少傾向となっている。介護療養型医療施設については、令和５年度末で廃止されることから大きく減少
している。令和３年度は計画値を上回る利用となっていたが、第８期計画期間においては、実績値が計画値をやや下回る結果となっている。
○居住系サービスでは、特定施設入居者生活介護が減少傾向にあり、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）は横ばいの利用人数であった。第８期計画期間においては、実績値が計画値を下
回る結果となっている。
○在宅サービスのうち、訪問系サービスでは、訪問介護（ホームヘルプ）が減少するも、訪問入浴介護や訪問看護は上昇している。
○通所系サービスでは、通所介護（デイサービス）において、令和３年１０月に１事業所が地域密着型通所介護へ転換されたこともあり、利用人数の増減はみられるが、２つのサービスではほぼ計画ど
おり推移している。
○福祉用具の購入や住宅改修については、年度によって増減はあるものの、ほぼ同水準で推移している。　
○介護サービスの利用に係る介護予防支援・居宅介護支援（ケアプラン作成）については、在宅サービスの利用者の減少に伴い、利用人数（件数）は減少傾向となっている。　
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